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はじ め に

韓国における過去20年来の目ざましい高度成長

の持続は，韓国をして新興工業諸国のトッフ。グル

ーフ．に浮上させることになったが，とのなかで，

繊維，電子，鉄鋼，造船などの輸出依存型業種は

とりわけ急成長を達成して，日本経済に対しでも

貿易を通じてさまざまのインバクトを与えてきた

ことは周知のとおりである。

しかし， 1980年代に入ると韓国経済は以下に指

摘するように，高度成長を可能にさせた条件が相

次いで喪失するという特徴を示している。たとえ

ば，経済成長の推進力の役割を果たしてきた輸出

は世界経済の停滞と相まって大幅鈍化に転じてい

るし，国際競争力の主要源泉とみなされてきた低

賃金の面でも持続した工業化やインフレなどを反

映して様変わりとなっている。韓国では今や低賃

金基盤を喪失したとの見方が内外で広く定着して

いる。

こういった韓国経済の困難な状況は赤字決算の
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持続，倒産という形で企業経営にも現れており，

いつ；！暴発するともしれないインフレへの恐れは対

外債務の激増問題とともに機動的な経済政策を阻

止する最大の要因とみなされている。 1980年代の

韓国経済の諸指標はいずれの局面でも高度成長か

らの転換を示している。

それだけに1980年代の韓国では以下のような大

胆た産業政策が相次いで展開されてきた。（1）自動

車，機械などに対する産業再編成の推進，（2）石油

に過度に依存しない省エネルギー産業の構築，（3)

相対的に！司際競争力に富む繊維，電子，造船なE

の輸出有力業種の見直しと重点的助成，（4）賃金上

昇に見合った技術集約型，高付加価値製品の開発，

(5）それに国民経済の安定と雇用増大を可能にする

中小企業の振興，等々である〈注1）。

これら諸問題のなかで，昨今とりわけ各界から

強調されつつある産業政策は輸出産業の強｛乞とと

もに中小企業の脊成策についてである。中小企業

の振興問題は困難な状況下にある韓国重化学工業

の体質を内部から改革する決め手として位置づけ

られ，また低賃金基盤を失いつつある輸出商品

を，技術力をもっ中小企業を急速に発展させるこ

とでカパーしようとする政策意図が働いている。

そとで本稿では，部品調達との係わりで中小企

業の役割の盤要性が強調されているテレピ工業分

野を考察の対象として取り上げ，（1）発展プロセス

とその要因，（2）テレピ生産メーカーの現状，｛羽生産
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Ⅰ　発展プロセス

分業体制のあり方，（4）中小部品工業の現状，（5）セ

ットメーカーとの部品取引き状況，さらにはその

特徴などについて検討を加えることにした。ちな

みに韓国のデレビ：［業は60年代末に日本の家電メ

ーカーの協力を得て生産を開始して以来ダイナミ

ツクな発展をつづけ， 1981年内年間生産能力は950

万台ラインまで高まっている〔注引。本業種は韓国

の代表的な輸出産業であり，いまや韓国は日本に

つぐ世界第2のテレビ輸出国へと急浮上している

ことに留意したい。

（注 1〕 車事国経済会問院『経済白書寄 1981』 ソウノレ

1981年 76～90ページ。

（注2〕 韓国産業経済技術研究院 r事事国電子機器産

業空l構造斗た展方［（，J』ソウノレ 1982{1 45, 47ページ。

I 発展プロセス

韓国テレビ工業の発展過程を検討してみると，

大別して三つの段階に区分するととができる

（注 1)。

1. 揺盤期 (1953～65年〉

この時期は朝鮮戦争後から日韓条約締結までの

期間で， 1950年代初めの電気機器はアメリカ軍か

らの横流れ品や日本からの街輸品が主流をなして

いたが， 50年代後半からは政府の輸入代替政策を

反映してラジオ， hf:i風機などが閣内で生産され，

通信機器でも国産化が開始されていった。とれら

の国産品は工業発膿段階を反映していずれも低ク

ラスに属し，したがって国内ではそれほ2人気を

呼ばなかったようであるが，他面では民旗系家電；

メーカーの誕生を招来し，経営力向上や技術の著者

積を高めることで次に指摘する白黒テレピの囲内

生産化を準備していく。

2. 白黒テレビ期（1966～70年代半ば〉

第2期は， 1966年の金星社による白黒テレピの
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組立生産開始が出発点で， 67年には東南電機， 69

年では大韓電鰻，三星電子などの財閥系企業が白

黒テレビ生産へ参入して，この時期に韓国家電メ

ーカーのどァグ・スリーが誕生している。

韓国の白黒テレビ生産の開始，発展の背景には

わが国有力家電メーカーによる対韓進出，技術供

与の過程がある。先発メーカーの金星社の場合は

わが匿の日立との技術提携，部品供与によってテ

レピ生産を開始し，後発企業の大韓電繰は東芝，

三星電子ではサンヨー，日本電気との資本，技術

提携に成功して白黒テレピの生産が可能となって

し、る（注2）。

三の時期の一つの特徴は韓国電機工業の振興策

が相次いで発表されたことで，テレビ工業におい

ても体系的，戦略的な発展方向が政府によって打

ち出された。 1969年にはのちに詳説するように電

子工業振興法が制定されて具体的な育成策が明確

となり，また，生産上の効率化を狙って工業団地

がソウル近郊に造成された。そして1970年にはわ

が聞などからの関係企業の韓国進出を期待して烏

I IJ輸出自由地域が発足L，翌71年には電子関係企

業を集中させる亀尾工業団地が造成されて，関連

部品工業の振興をも含めて電機工業の発展が図ら

れていった。

この結果，白黒テレビの生産台数は急増し，

1969年の7万台から74年には100万台へと伸長し，

一躍韓国のテレビ工業は世界から注目されること

となった。そしてこれら製品の60～70芯相当はア

メリカ市場で販売されて輸出商品として脚光を裕

ぴる一方，国内でも国産テレピへの人気が高まっ

て， 70年なかばには約300万台の白黒テレビが韓

国の家庭で保有され，その普及率も40t＇＇.；；：ラインを

越えて，この時期間民の問に定着した〔注3）。



3. カラーテレビ期（1970年代半ば以降〉

第3期のカラーテレビ時代はわが国の松下電器

の韓国進出で始まっている。同社は1974年亜南産

業と合弁企業を設立してカラーテレビの組立製造

に着手し，同年生産の 2方9000台全量が海外へ輸

出された。松下電器のカラーテレビ生産は輸出の

順調さと相まって民族系家電メーカーの関心を呼

ぴ，三星電子は1975年にRC Aと基本特許を締結

することでカラーテレビ進出のト、ソブPを切った。

三星電子は1977年には早くも14インチ型300台の

生産と処女輸出に成功し，またこの時期三星電子

のライパルメーカーである金星，大韓の大手家電

メーカーも輸出による企業成長を期待してカラー

テレビ部門へ参入している（注4)。

こういったなかで， 1978年には大手輸出市場の

アメリカでカラーテレビの輸入規制措置が発動さ

れ，数量面での大幅輸出増加は期待できなくなっ

た。三の輸入制限措置は本来集中豪雨的な日本の

対米カラーテレビ輸出を押さえるために実施され

たのであるが，~渉の過程で韓国，台湾といゥた

新興テレピ製品輸出国にも適用され，韓国の対米

カラーテレピ輸出量は1978年末から80年半ばの期

聞は41万台規模に制限された。輸入制限の動きは

ヨーロッパへも飛び火し，イギリスとの聞では19

79年の白黒テレビ輸出量は76年度数量を越えない

とする貿易協定が結ぼれている。またフランスに

おいてもラゾオの輸入割り当て制が実施されて，

ここでも韓国からの輸出大幅増は同難となってL、

っTζ（注5）。

韓国におけるカラーテレピ生産の主な狙いはア

メリカへの輸出拡大にあっただけに，輸入制限措

置の適用はこれら民族系メーカ－内大打撃をもた

らした。 1979年には製造設備の完成でカラーテレ

ピの年間生産能力は150万台へと伸長したが，対米

持園テレピ工業の発展と生産分業体制

輸出の不振で同年の稼動率は:iO~~；：ラインへ落ち込

み，激しい不況がこれら家電メーカーを直撃した。

おりしも1979年10月21日には韓国の工業化路線を

指導してきた朴大統領主主不躍の死をとげたととで

政治不安が加速され，景気回復策は緊急の政治課

題に浮上した惟6）。そこで，この時期テレピ工業

をも含めた積極的な最気対策がすすめられた。

テレピ部門ではそれまで禁止されていたカラー

テレピの国内販売が認められ，カラーテレ仔の国

内放映も開始されて需要が刺激された。この結果

カラーテレビの国内販売量は爆発的に上昇し，

1980年の場合， 96万台のカラーテレピ生産中40万

台が圏内で販売され売。そして1981年には国内販

売比率が65~＇与まで急上昇ーし，カラーテレピの国内

普及率は20~f~；程度まで高まって，今後とも国内市

場の活気が見込まれている。

との結果，白黒テレピの内需向けは大きく落ち

込んだ。 1978年では内需比率が60i＂.＋程度まで達し

ていたのであるが， 81年には 650万台のうち国内

部分は Hな水準へと急落し，輸出以外では成長を

断たれている状況にある〈注目。

80年代韓国テレピ工業の新しい動きは，欧米諸

国での現地生産である。金星社，三星電子，現代

電子の民族系家電メーカーはいずれも工場建設に

着手し，海外での長期的な経営戦略が模索されて

いる。先進地域における現地生産のメリットとし

ては，（1）輸入規制の回避，（2）閣内部品工業の輸出

市場確保，（3）韓国製プランドのイメーグアップ，

(4）ヨーロッパの主たる放映方式， PA L型テレビ

を新たに生産することで，ヨーロッパ市場への進

出が容易になるこ ξ，などである。しかし濯用問

題，経営風土の違いなどで，現地生産方式はかな

らずしも楽観はされていない他的。

一方， 70年代前期にカラーテレピ組立て生産の
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Ⅱ　発展要因

ため韓国に進出したわが国の家電メーカー（松下，

ソニー〉はこの時期いずれも韓国から撤収してい

る。（1)労賃上昇によるコストアップ，（2）アメリカ

による輸入制限措置でこんご輸出増大が見込めな

くなったこと，（3）利益率が高い園内di場販売が外

資法の関係で臨まれていること（1981年まで輸出実

績の10；，；~しか許可されなかった〕，（4）それに， 経営風

土の違いの表面化などが韓国撤収の理由で，労賃

格差の活用を主たる目的とする組立生産方式は存

在基盤を喪失していることは間違いない（注9）。

（注 1〕 テレピ工業の発展過程については，斡国電

子工業振興会『斡国電子工業20年史』ソウル 1981年

Jsょが韓国iii'.業経済技術研究院 前掲；Hを主として参

照。

(it' 2) 円系家電メーカーの対韓進出については

『海外進出企業総覧』東洋経済新報社東京 名＞j＇阪

を参！照。

（注 3) 韓国電子工業振興会 前掲星野 134ページ。

(ll 4) カラーテレビ工業の発達プロセスは，同 f二

番 132～134ベージなど。

（注 5) アメリカによるカラーテレピ輸入規制措置

問題は，蒋｜司貿易協会『貿易年鑑’80』 ソウル 1981 

>Jc 75ベージ〈ょと。

（注 6) 1979年以降の韓国家電業界の不況について

は，安乗~「家di製品~ll'.\'61 斗さ7~_1 （『新東耳目 1979

{fと3月）おt，／＇.同著者に j、る「電「従業界主J内幕」

〈『新東亜』 1980年 1月〉が詳い、。

（注 7) 料1,,11-r業経済政術研究院 1lii掲書 40,41 

－ 

へ－ '/ J 。

（注 8) 先進諮問へのカラーテレピ現地生産状況

は，巳l効銭「電子時代・電子戦争2.3 J C『月刊明鮮』

1983{16, 7月）が最h;r( L¥,、。金），！ t1は1982;1'-アメ

リカ，アラメマ少1・1でカラーテレビ現地工場を設立した。

資本金は50万円ιで，生産規模は初年度12Jj台と L,5年

後は40万台を見込む。三星電子は商ヲ ロッバへの市

場進出を期待してポルトガノレで欧米メーカーと合弁企

業を設立し（三島は50万ドル投資 L, 55~＇；の株式所有〉，

"I＇一産能力は 15万台で， 1982{1末から建設中。このほか

現代電子が1983年に超Ls I生産のためアメリカ西海

俸のシリコンバレーへ進出決定。総投資額は 4億5000
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万ドル予定。

（注 9) 日系企業の職国撤収問題は， JETRO『民

間投資自弐 81,82』東京 各国事情篇がA干しいe

E 発 展 要 因

1. 低廉良質な労働力

韓国テレピ工業の生産規模が一躍， 1000万台ラ

インへ到着しえた第1の要因は，低廉で良質な労

働力に恵まれたことである。

第 1表はテレピ部門も含まれる韓国電気機器関

係労働者の賃金水準推移を記録したものである。

1970年代は毎年20～30容もの大幅賃金アップ。が続

いたにもかかわらず，対外的には， fl）ウォンの切

り下げ，（2）円高などライパル輸出国の為務相場が

相対的に上昇したため，韓国の電気機器業界の賃

{i;: （ま国際的にはかなりの低水準にあったことがわ

かる。

相対的な低賃金状況は1980年代にも引き継がれ

ており， 80年の生産労働者の賃金は13万4794ウォ

ンを示して，邦貨で換算すれば4万5000円前後に

留まっている。わが国関係業界賃金水準の 4分の

第 1表電気機器部門における賃金水準の推移

〈月額）
（単位：ウォン〉

年 「j五五1電気機器

1971 
1972 
1973 
1974 
1975 

1976 
1977 
1978 
1979 
19;船

17,349 
20,104 
22,330 
30，笈)9

38,378 

51,685 
69,168 
92,907 
119,515 
146,685 

17,968 
19,294 
20,243 
27,848 
37,848 

49，＆雪3
62,223 
79,240 
99,930 
134,794 

（出所〉 韓国銀行『韓関経済統計年報』 1976年版
1981年版ソウル。



1程度にすぎないのである。したがって，成長が

苦しかった70年代の中期の賃金水準はさらに低か

ったわけで，韓｜玉｜のテレピ製品が低賃金に支えら

れて海外へ進HIできたことが確認できょう。

70年代の韓国テレビ工業は労働力の熟練化，近

代設備の導入をEもなって進行したため労働生

産性も上昇している。 目黒テレビ（19インチ型），

従業員 1人当りの生産台数は1975～79tf問でほぼ

倍増して 700台水準を突破し，カラーテレビ 1f, 

＇－~りの完成時聞においても初年には 5 時間まで短

縮されている（注目。もっとも、わが同の場介は1.9

時間と高生産性を持続しており，韓国ではこんご

とも自動化，省力化設備の導入による生産性向上

が課題とされている。

2. 外国技術の積極簿入

60年代半ばまでの韓国電機工業は同産ラジオの

成功例が示すように幼稚段階を推移し，テレどの

ような高級製品の開発は技術力問題から不可能

な状況にあった。そこで，国内の低い技術力をカ

ノミーするために外国から積械的に技術導入が推進

され，政府も電機工業の育成が輸入代替効果や雇

用増大lこ結びっくため外国技術の導入を奨励し

た。そのため1965年以降わが家電メーカーとの聞

で技術提携が一挙に進んだ位2¥

最初にテレビ関係技術の導入に成功した企業は

金星社で， 1966年，目立から白黒テレビの組立て

技術の供与をろけ，同年には問産テレビ第 1号を

誕生させたこ止は既述したとおりである。

第 2表はテレピ分野の技術導入推移を示したも

ので，60年代，70年代前半は白黒テレビの喫造ノウ

ハウに集中し，特許権実施に関するものが少なし、

のが特徴である。一方，カラーテレビの技術導入

は70年代半ばから本格化しており，張本特許権や

プラウン管製造のノウハウ，技術情報などが中心

十It凶アレピL染力発決とヨvt分業体：！，II

第2表 テレビ部門の内容）JIJ・1社別技術導入実態

y、j容見I］実態 (Jji.位．件）

11%2～70: 
カラ一jドg票カラ一！臼黒カラ一1f'cl黒｜カラ一Il'J黒
1、V ！＇！、V TV  !TV1 1、V 11、VITV  ITV 

工業i 1 I I I I 
所有格i I j 6 I I 7 I I 13 ！一
製造！ : I I I I I 
段術 14 2141 21 I 41s  

,H- 4 1 s I 4 I 9 I . I 11 ; s 

同日lj実態

1962～70)671～74'1975～78!1979～s1i 

6 11 
日本 ;_, 「 10 
ヨ」直

1 4 
そロのツ他ノ、

4 6 25 

(ll¥1＇庁） 緑同商r部・韓国産業経済技術研究i涜刊車問

電子機器産業斗構造斗発展方向』 ソウル 1982年
5:lページ。

である。導入国別にみると， 25件中アメリカから

11，日本IM:v、う状況で，工業所有権部門はアメ

IJ力，製造／ウハウが日本どし、う分布特徴をみせ

ている。

テレピ生産技術の導入は外資進出と併行して進

展している。三塁グルーデは外資導入によるテレ

ピ生産のト、ソフ。を切った企業で， 60年代末期にテ

レどを含む家電製品の技術ギャ、ソヅを解消する手

段としてわが国のサンヨー， NE Cから資本，技

術面での協力を受けることにした。これが三星電

子誕生の発端で司輸出市場の開拓を条件に認可さ

れて1971年から白黒テレピ生産を開始している。

三星電子は外資提携による技術力向上策をそれ以

後も進め， 1977年にはブラウン管部品を生産する

三星コーニングを合弁形態で設立している。

三星電子による外資提携の苦手jきは他の民族メー

カーの ｛；弁企業設立を促し，金星社はわが国の－
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般電子部品メーカー，アルプスの資本進出をうけ

て，部品生産のため金星アル~70スを 1971年に発足

させた。また大韓電線もブラウン管の内部調達を

図るため， 1974年には系列企業，オリオン電気と

東芝Eの問で資本，技術協力を結ばせと生産に踏

み切り， 70年前半に日本家電メーカーとの間で資

本，技術提携が品挙に進行したのであった。

こうし、ったなかで対韓進出に遅れをとった松

下，ソニーはそれまで生産されていなかったカラ

ーテレビへの進出を決定し， 1974年には韓国松下

（亜南産業），またソニーホ相前後して和信Eの台

弁形態、でカラーテレビの組立て生産を行なって，

韓国カラーテレビの製造而でづかリードした。

3. 輸出増大

テレビ工業の発展要閃を市場而ーから探っーてみる

と，愉川が果たした役割は決定的土いえるほど大

きい（住3）。

白黒テレビ輸出は1969年に 1万別的台をアメリ

カへ販去したのが最初であるが， 70年代は毎年生

産量の40～6or；トをアメリカなどの海外市場へ輸出

した。そして1980年からカラーテレピの国内販売

が許可されたため内需は押えられ，いまや白黒テ

レビは典型的な輪出商品へと変貌してヤる。ちな

みに1981年輸出比率は 630万生産台中実に99［；：を

占め，金額では約3億ドルに達している。

一方，カラーテレピ輸HIは最初から輸出商品と

して企業設立が認可された関係ιcf;l年度の19

77年や78, 79年はほぼ 100~＇,;i. 輸Hl で i1i めた。しか

し1978年秋期には，前述したように最有力市場の

アメリカで輸入規制が発動され，また1980年かF》

不況打開策を兼ねて国内販売が新たに認められた

ことで状況は変わっている。とのため‘カラーテ L

ピの輸出比率は 1981年には 33.4［；；支で低下して

いるが，金額では I億円100万ドルを達成して， ffil/J¥ 
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が依然として発展の推進力であるこどは間違いな

し、。

これらテレピ製品の輸出市場は昔も今もアメリ

カが中心である。白黒テレピの対米輸出割合は70

年代の場合併）～40；，むを推移しつづけ，カラーテレ

どにおいても 1978年の go；立をピークに，現在で

も50~＇；五以 tのシヱアをアメリカ向けで確｛来してい

る。このようにアメリカ市場の動向が韓国テレピ

工業の繁栄に直結していることは間違いないが，

1978年に輸入制限措置が実施されたことで昨今は

アメリカ以外の輸出市場開拓が模索されている。

カラーテレピの場合は，パナマ，チリなどのラテ

ン・アメリカ地域，サウヅアラビアを中心とする

中東諸国へのrliJffi1進出が積極的であるが，とれら

地域の市場比率はまだ数パーセント程度にしかす

ぎないので，こんどの拡大が期待される実情であ

る。

4. 総合育成政策の推進

韓国テレピ工業の育成政策は大別すると，（1)輪

出競争力強化政策土，（2）テレピ工業基盤の拡充，

強化策という二つの側面tこ分けることができる。

第1の輸出競争力政策は金融，財政面での諸施

策で代表され， 60年代半ばから本格化した輸出第

一主義が推進力となった。金融面では，輸出金融，

外貨表示供給資金，輸出産業育成資金，輸出原資

材用の特別金融措置など種々の政策金融が動員さ

れており，これらの施策は輸出を拡大する観点で

単独に，また被合的に運用されて，テレビE業の

輸出産業化を促進してU、った。

輸出促進策は租税手段からも準備されている。

たどえli，問時i土輸出用原資材であれば免除の適

用を受け，設備投資の面でも特別償却制や税額控

除の制度が整備された。それに，法人税や所得税

でも輸出達成分であれば軽減紡置が導入され， (-j()



Ⅲ　テレビ生産企業の現況

年代後半から斡Hi境励的な租税制度がTi(r-._j't：してい

くという特徴を示す。 a 方，内需用設協投資も，

政府から：重要産業業種の指定をうければ減免措慌

の適用が可能Eなっており，テレビ工業発展のう

えで租税手段の果たした役割は非常に大きい正三

えよう（住4)。

~12 の産業基盤拡充に係わる政策としては，

1969年に制定された「電子工業振興法」が代表的

な事例として挙げられよう。本法では，者機工業

を70年代に戦略的に育成すべき業種に位置づ、け，

(1）開発製品の指定，（2）品質改善やコスト低減の方

策，（3）部品工業や下請関係企業の育成，（4）技術導

入の積極推進と自社技術の開発，（5）近代設備の導

入や介理化策の推進，（6）電機関係企業を集結させ

る工業団地の造成，（7）これら諸事業の実施に必要

な資金量の確保などをこんど推進すべき課題と指

摘して，政府当局に積禄的な産業助成措慣を求め

たのである。

テレビ工業はこの電子工業振興法のなかで最優

先して育成すべき業種と指定されて各種の支援措

置が明確となり，企業経営者が資金確保，技術力

向上策，各種部品の調達といった難しい問題につ

いて，長期的展望をもった意思決定をμJ能にして

いったのである位5¥

電機工業に対する資金優遇策は70年代半ばから

一層強化されている。たとえば，「国民投資基金j

は，前記電子工業振興法の指定業種で，かつ亀尾電

子工業団地の入住企業に融資される産業金融で，

設備資金の7Mノ，tbl当を年利13）：＇；；で貸付ける制度で

ある。それにこの時期輸出用原資材の調達資金

として，アメリカ輸出入銀行の融資の途も開かれ

た。またカラーテレビの基幹的部品となる半導体

製品の開発のために，国策銀行の韓国産業銀行は

長期，低利の資金供給を70年代半ば均、ん制度化し，

持問テレピ1；業の干主税王 F七｛［分業｛,t,:11品

戦略的開発部品の周産化を支援している〈注昔、。

(d 1) 縛i司＇，il'.子工業振興会 前掲,t; 68ページ；

(i1~j:EJ起業銀行『初年代主｛骨量的 Jif：企業』 ソウル 19811ド

265ページ。

en 2) 子レピをも合めた電子 i：業の政訴I湾人動 j(,J

l：，持河科学技術処『科学技術年寄J ソウノシ 各fド骨王

子みよ。主た日系企業の対斡進Illにつし、ては，将関電

fT~振例会 古ilj掲3の関連記事がff有｛更である。

Cll: 3〕 ？レピ製品の輸出動 j[,Jは1970午代末期まで

は，約i司＇，Ii'.fT;f振興会『電子工業｛便覧 79/80』ソウ

ル 198111 J）統計箭，それ以降i.t締罰産業経済殺術

研叱ll,'c IJ!iおλ41～13ペジ。

(711〕 申告ri:m：拠策の概要ii科国貿易協会 員ti掲吉

、J関連事引を：照のこと。

(/!5〕 HIT 1：業伝用w；♂）内科につし、て：t，持同短

チ：L業 Jlr，興会『中；国電子工業ーー－－，！ 40～47ベージそ見

上。

(il: 6〕 符同電子I：業振9•！｛－＇.＇『電子 l：業便覧』 111 
． 

4へ 、 シ ／ 。

Ill テレビ生産企業の現況

？字国のテレピメーカーは1981年現在6社iこ達す

るが，主要メーカーは金星社，三星電子，大韓屯

線（現在大字電子と名称変更〉の 3社である。ちな

みに，これら民族系 3社の生産シェアは1981年の

均台でカラーテレビ部品，白黒テレビ75iiぶという

高比率にあり也1〕，韓国テレピ工業が3社の寡r1-i

状況に置かれていることがわかる。

これらの民族系テレピメーカーはいずれも企業

集団内の中核的企業に成長しているのが特徴であ

る。テレピ生産の第 1号メーカーとなった金星社

は， 1958年にラジオの国産化に成功して以来つね

に韓国電機工業を先導する役割を担ってきた名門

企業で， i両社の「ゴーノレドスターJ－，ークは韓国

で最も知られているプランドの一つである。

主旦社発！廷の推進）Jをご担った商品はテレどを中
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心止する家電製品である。白黒テレビはすでに

見たように1966年に生産を開始し，わが国の日立

が製造技術と部品供給で生産を支援した。日立は

以降も金星社との提携を強めて，冷蔵庫，洗濯機

なEの家電製品，また通信機器，電線などの産業

用電機でも資本進出，技術指導を行なっている。

金星社は1978年，宿願のカラーテレビ生産に進

出L,81年の年産能力は90万台に達している。ま

た白黒テレピ分野の設備能力も大きく， 1981年現

在 130万台の水準にある。金星社のテレビ輸出比

率は白黒テレピ100広，カラーテレビ 40t＇＊と非常

に高く，輸出如何が企業成長の鍵となっている

〈注2)

三星電子は韓国の代表的な財閥である三星グル

ープ。の中核企業の一つで，創立は1969咋と金星社

に10年ほど遅れる。このため，技術ギャッデの解

消策としてわが国家電メーカーとの問で合弁投資

を推進し，第E節2.で指摘したようにサンヨーと

NE Cが三星電子と資本提携を行なず）て白黒テレ

ピの生産：に着手している。そして197:3年には園内

からの電子部品調達ということでサンヨーとの問

で三星電子部品が設立され， 77年にはブラウン管

の原料確保を一貫的に図るため，アメリカのコー

ニング社との聞で三星コーニングを設立した。

三星電子は70年代の主力商品としてカラーテレ

ビを位置づけ， 1977年にはカラーテレピを生産し

た最初の民族系メーカーとなった。同社のテレビ

年産能力は1981年現在，カラー 90万h，白黒200

万台，合計290万台に遣し，白黒テレピ部門では

世界最大のメーカーとされている。三島電子の主

要製品には前述のテレビに加えて洗濯機，冷藤康

等があり，家電製品は金星社とともに閣内市場を

二分している。また最近は，系列企業で半導体，

コンビュータの開発に熱心で成長jJは強い。
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大韓電線は日本統治時代に生産活動を行なって

いた朝鮮電諒が母体で， 1967年には東芝から継立

て技術を導入することで白黒テレビ製造を開始し

ている。 70年代は東芝との協力関係を強化して，

74年にはブラウン管製造のためにオリオン電気を

東芝との合弁形態で設立している。大韓電線も前

述のメーカーなどと同様に総合家電メーカーを指

向しており，冷蔵庫などの「白モノ」生産も行な

っている。

カラーテレピの生産開始年は金星社と同じく 19

77年で，81年現在，カラーテレピ60万台，白黒テレ

ピ100万台という生産能力をもっe 同社は金星社，

三星電子に比べて量産規模の達成に遅れ，また

1979年以降の不況のなかで販売力の弱さから資金

悪化が表面化して83年春には経営危機に直面して

いる。このため，新興財閥の雄，大字グルーフ・が

大韓竃鰻の家電部門を引き受け，テレビ生産は現

在大字電子の名称、で再出発中である（注3）。

韓国には以上の国内 3社メーカーに加えて，

70年代末まで韓国松下など数社の外資系テレピ企

業があったが，賃金アップ，アメリカの輸入規制，

園内販売の制限措置などのため， 80年代はいずれ

の企業も韓国から撤収して，現在は活動していな

し、‘。

（注 1) 韓国産業経済技術研究院前掲番の総需給

統計表より作成。

（注2) テレピメーカ の活動概要は，科凶電子工

業振興会『将凶電子工業h 一』のほか，車車問うiff1t本

部『韓国企業調査録’82』 ソウル 1982年などを参

照。

く注3) 『＇；t効；真 前掲論文 2 376, 373,: ン。



Ⅳ　生産分業体制と国産部品比率の向上

鈴国テレピ工業の発展と生産分業体制

一
！
金
星
社
（
ブ
ラ
ウ
ン
管
）

ー
金
足
半
単
体
（
ヰ
十
導
体
〉

止
申↑h

’
 

d
4
t
 

業間
金
星
社
↑
↑
！
星
窯
社
、
三
陽
電
子
（
官
官
制
鱗
ど

J

アン

の

－

業企ピレ一ア要主

一1
金
星
ア
ル
プ
ス
（

P
釘
計
十

Y
浩
一
週
刊
）

一i
星
鉄
社
（
金
属
加
工
部
品
）

ー
足
芸
社
（
木
製
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
）

！
同
居
一
装
社
（
装
飾
板
）

！
一
一
一
星
電
何
H
A
l
l－
三

星

コ

i
ニ
ン
グ

（
白
黒
・
カ
ラ
i
ブ
ラ
ウ
ン
管
）
（
ガ
ラ
ス
素
材
）

関山1

三
星
温
子
？
！
三
塁
半
等
体
（
C
I
M
O
S／ノ
L
S
I
V

第

生産分業体制と同産部1~？，比率の向上IV 

i
三
日
立
志
子
部
日
間
（
肝
一
日
い
向
功
一
一
一
門
店
ノ
げ
．
）

三
億
五
晶
子
、
緯
陵
電
子
（
コ
ン

J

ア
ン
什
j
）

内製化中心の部品調達方式

韓国テレビ工業の生産分業体制は，（1）某幹部品

（ブラウン＊，半導体製品）の内製化，（2）一般重要

ボリウム，スイッチなど〕の内宮II

調達化指向，（3）汎用型－－－般電子部品の外注化！：： v、

う特徴を示している。

者fl1ri'1Cチューナー，

1981』の関連デー

ケをもとに作成した主要テレビ企業の生産分業構

造の内容で，たとえば，金星H：は最重要l'm1fi'1のブラ

ウン管は本社工場でWill達し，半導体製品も系列企

業の金星半導体で生産を担当させてし、る。基幹部

品を内製化で調達する方式は三星電子，大韓首線、

『韓国企業総覧第 1図は，

ソウ(II＇，所） 緯国生産性本郊『韓国企業調査録’82』

ル 1982年企業取引概況より作成。

星窯社以下の部品プーカーは， 60年代始めに設

立された金星社直系の子会社群で，低クラス部

品，加工処理、関連木製品の供給などを担当して

ないる。いずれのメーカーも専門分野に特化し，

かには技術力を高く評価されている企業もある。

テレビメーカーはいずれも付加価値の増大，安定

的生産活動の持続などを目標にして自社内から基

幹部品の確保を闘っていると三えよう。

一一方，受動部品 01-l:抗g泣，コンァンサーなど）や椴

構部11~， Cプリントんl札コネクタ一等）などの一般包

子部品はメーカーによって調達方式が布二｜二異なる

が，内製化方式で必要部品を確保する原則は突か

これらの民族系などの大手メーカーでも見られ，

三星電子や大韓電線の場合は，系列企業次iこ，

の三星電子部品やオリオン電気などから重要部品
-_,_ 

コンナTンPC B回路，を調達しつつも，抵抗器，

これも金星打：のケースであるが，第 1

｜司で示されるように，受動）官品，機構部品の大半

は金星アノレフ。スや星窯社などの系列企業や子会社

れてし、る。

セットメーカサーなど汎用性の高い電子部品は，

ーと特別資本関係をもたない専門部品メーカーか

ら確保しているのが現状のようである。（1）中小専

門部品メーカーが一定の成長をとげ，品質面でそ

れなりに信頼できるようになったこと，（2）市場競

白社内での調達システムを作りあげ

ているのがわかる。

余星社のー般電子部rll1を生産する主力工場は

から確保し，

千ュ197:1年から製造を開始Lた金星アルブ。スで‘

など争を利用した方がコストダウンにつながる，

/) ¥j:里山であろう。

IIJ変抵抗ボリウム，スイッチ，パリコン，一十一，

親企業との資本関係を越えた部品取引はライパ

ノレ企業問でも拡がっている。大韓電線のや核企業
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カセットメかニズムなどが主要な生産品目で

あるつ現在従業員は2700人に達し，樟l司では最大

級の電子部品企業に成長している。

i:t 



担当しているようである。しかし，技術力を必要

とするスイッチなどの糟織部品は蓄積不足などか

ら不良品が多く，試験的段階に留まっていること

は後に指摘するとおりである。

部品工業育成政策の推進

国産地率を向上させた背景には政府の強力な育
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の高品質性のゆえに製品コストのなかで占める比

重は非常に大きいが，韓国ではテレピ輸出が本格

化した1970年初から国内確保策がとられ，わが国

のNE Cと東芝がパートナーとして韓国での生産

を支援した。このため70年代半ばには国産白黒用

ブラウン管の供給が本格化し， 70年代後半にはカ

ラー用ブラウン管製造でも日米両国から技術供与

これまた生産が開始されている。品質

カをそれほど問われない閣内用カラーテレピは，

発展途上国向け輸出製品とともに国産プラウン管

が100肱使用されている。それに対米向け白黒テ

レビの場合も全量韓国産ブラウン管で占められて

いる〈注口。

最近，韓国では中小企業形態の電子部品メーカ

ーが成長しており，画定抵抗器などの乱用型低ク

ラス部品はほとんどこれら国内メーカーが生産を

テレビおよび電子部品の国産化比率状況

(1979年7月〉

l'l 黒 T V 
カラーテレピ（19インチリ
ラジオ

議音警
電車
抵 抗 器
ス ピ ー カ ー
コンデンサー
スイッチ

を受けて，

節3表

(3) 

電子部品メーカーの発展

テレビ部品の国産化題解を高めた最大の要因は70

年半ばから本格化する大手電子部品メーカーの生

産活動である。第H節2.でも述べたが， 1970年初

期にはわが国のサンヨーとアルプスが資本進出を

行なって三星電子部品，金星アyレフ・スが誕生し，

一般電子部品の生産が始まった。以降両社はテレ

ピ製品輸出の急増に支えられて順調に生産を伸ば

し，主要な一般電子部品は両社でほとんどカパー

されるほど発展が著しい。

ブラウン管の国内生産化はとりわけ国産化率を

引き上げるうえで寄与している。ブラウン管はそ

であるオリオン電気のブラウン管は金星社にも供

給されているし，金星アルプスのチューナー類は

三星電子や大韓電線で使用されている。それに金

星社子会社の星窯社が生産する固定抵抗器は大韓

電線へも一部販売され，非系列企業の部品調達は

品質が評価されればこんごとも増大することにな

ろう（注l）。

ーテレピ79訟を示して目ざましい向上をとげ，電

では80f≫以上を達成している。韓国で最初に白黒

テレピが生産された1966年の国産化率は， zoi~程

度にすぎなかったのであるから催2), 70年代に入

って急速な部品工業の発展があったことが窺え

る。

国産化率向上

テレピ工業の急速な発展のなかで，国産化率は

急速に向上しており，特に白黒テレピの国産部品

比重はほぼ100~＇；，"j:へと上昇したのが特徴と言える。

第3表は韓国商工部が作成した70年代末の主

要電気機器の国産化率現況であるが，圏内用製品

はラヅオの99訟を筆頭に白黒テレピは95肱，

コンデンサーなど

カラ

関患部品比率の増大と部品工業の発展

子部品においてもスピーカー，

う0

(2) 

(1) 

2. 



成政策がある。電子工業のなかで果たす部品工業

の重要性は，第2次5カ年経済開発計画（1967～71

年〉で早くも指摘されているが，具体的施策とな

ると1969年に制定された電子工業振興法の指摘が

最初のようである。本法では，部品工業の育成手

段として，（i）発展段階に応じた国産部用Iの開発と

国産化率の告示， (ii) I司産部品メーカーに対する

金融，財政面での積極助成， (iii）外国テレビや海

外部品の閣内輸入を基本的に抑制することが強調

され，テレビ工業の発展段階に応じて関連部品工

業の育成が進められてきたことがわかる。

しかし， 70年代半ばまでは組立て製造中心とい

うテレビ工業の生産体制，技術力の不足，関連中

小企業の未発達などのため，部品工業を全面的に

発展させるという所期の効果はそれほどあげ得な

かったようだ。そこで， 1975年12月にはセットメ

ーカーと関連部品企業の取引を政策的に強めるた

めに「中小企業系列化促進法」（注4）が制定され，

翌76年には 5（灼もの中小企業が特定品目生産企業

体に指定されて，金融支捜，経営・技術指導，中

小企業専用工業団地への入居などの部品工業育成

策が展開されていった（注5）。

(4) 低水準部品中心の現状と問題点

韓関製テレビに使用される国産部品の比重は70

年代半ば以降急激に高まったことはすでに述べた

が，国産部品の品質，信頼けとなると，高い不良

部品の割合（チューナー5［ふ FBT1sr,;:Y注引が典

型的に示すように，相当問題が残っているのは確

かである。

その第1の問題は，頭要部品用の原資材の大半

を依然として海外に依存せざる得ないことで，ブ

ラウン背製造のために使用される CRT, DY, F 

BTなどの重要素材はほぼ全量を日本などの海外

諸国から調達している。また半導体部品も輸出用

韓国テレピヱ業の発展と生産分業体制

カラーテレピの場合は90も立以上を海外から輸入し

ていて，重要部品の園内調達は索材工業や加工メ

ーカーの弱さなどから，今後に発展が期待される

状況にあるといえよう位7¥

第2は，低水準部品の老朽設備が多く，自動機

械類導入の立ち遅れからくる品質低下問題であ

る。周知のように，電子部品は急融な技術革新を

反映して日進月歩の進歩を繰り返し，生産設備の

近代化による品質向上はどの国の部品メーカーに

とっても共通の課題となっている。この点，韓国

の部品メーカーは，性能が劣る国産機棋に依存す

るケースが大部分で，品質やコスト面で先進国

部品に引き離されるケースが多いとのことであ

る。特に，品質管理面で大きな役割を発揮する自

動機械導入の遅れはひどく，たとえば，抵抗器業

界の自動化率は 50主立以下に留まっていて憎む，

100~；＋導入を早くから達成しているわが国業界と

は好対照を見せている。それに自動化機棋を導入

しでも小企業規模を反映して効率が悪く，自動化

設備規模は日本の 4分の 1前後に留まっている。

したがって、電産効果も出し得ず，コストダウン

も制約されることになっている。

第3の問閣は，加工業界の生産，技術水準が低

いことで，それが部品の質的低下をもたらしてい

ることは否めない。テレピ生産の工程には，鍍金，

射出，プレス，塗料，金型など数多くの加工部門

が関係するが，韓国の場合は加工企業の零細性や

技術力不足などで不良品が多く，韓国テレピ製品

の信頼性に疑問をもたらすことになってヤる。そ

れに素材工業の調さからくる品質低下問題も深刻

なようで，輸出用カラーテレピの部品用素材など

はパイヤーの強い要望があるため，大半，日本か

らの素材に依存しているのが現状のようである。

このため国内では部品メーカーへ索材を定期的に

ラZ



Ⅴ　部品下請化の実態

納入する三次下請企業はほとんど成長をみせず，

相変わらず零細性を脱却できずにいる位9込

（注 1) ')I'／間生産性本部『料国企業調査j/J ’82』ソ

ウル 1982｛ド 企業内寄与rnなどを参照。

〔注2) ¥f［，＇国屯子工業娠興会『斡｜司電子 I業ー....・』

132ベージ。

（注 3）衰宋然「電子産業界一…』 169ベ ジ。

（注4) 系列化促進法は，政府がれ／ょうべき事項

G1B条）として，（1）舟企業に上石発注分野の明線化，

(2）ド店／／企業による t没備近代化，技術向上，，＇， i','ft向上策

への支拷，（3）単価決定，製品怜九耳元引条件を下請企

業が｛J,tl］なようにはtJキすみことなどを規定 L，資金支

援（第7条），納品代金支払の短縮（第9条〕，長期委託

契約（第10条），紛争の調停（第14条〉などの事項をも規

定している。

（注 5) 中小企業銀行『蒋悶旦！中小企業’81』ソウ

ル 1981年 78～80ペジ。

（注 6〕 締国産業経済技術研究院 前掲汽 69ペー

シ。

（汗： 7) 同上~ 54, 55ベー／。

（注8) 税同産業経済絞術研究院「梼国電子部品産

業－＂l構造」ソウノレ 1982W 248ページ。

（注9) 科国産業経済肢体I研究院『斡国電子機器産

業一－－』 70, 71ページ。

V 部品下請化の実態

一一一中小企業銀行の1978年実態調査から一一

1. 部品下請企業の選定理由

テレビセットメーカーと部品下請企業との取引

状況を示す実態調査は，部品工業の発展段階を反

映してか70年代末まではほとんどなされなかっ

たようであるが， 1978年に韓国中小企業銀行が部

品工業の育成ということで実態調査を実施し，公

表した。テレビ工業部門は調査対象が30社にすぎ

ないことで信頼性に問題はあるが，親企業と下請

企業の取引状況を示す貴重な資料であることは確

かなので，部品発注の動機，下請企業への評価，

主要な取引形態，さらには下請企業の経営問題等

ラZ

のIi碩で以下紹介したい（注 I)o 

テレどのセットメーカーが下請企業に部品を発

注する動機は，親企業の生産能力を越えた場合と

いうのがもっとも多い。調査数字iこ上れば，（1）「生

産量増大に対応j という割合が半分以上を占めて

第 l{立であり，（2)1政府の国産化政策に協力j と

いう数字支で含めると901:',j:以上の比率になる。国

産化政策は，前項でも見たように国内の部品工業

育成のために政府が行なっている行政指導で，金

融，財政面の助成措置がつくこ左で，セットメー

カーは国内部品の調達を関るケースが多いのであ

る。

それでは，セットメーカーは下請企業のいかな

る経営能力を評価しラ取引きを行なっているので

あろうか。前述の実態調査では，（1）専門能力，（2)

政府が指示した国産化品目の消化能力，（3）契約期

間内での達成能力の 3点がもっとも重視されるポ

fントであり，価格や納期の条件はそれほど強調

されていなし、。親企業は下請企業が契約どおり品

質力をもっ部品を生産するかどうかを一番重視し

て，取引を行なっているようだ。

しかし，下請企業に対する親企業の評価は非常

に識しL、。すなわち，取引下請企業が「擾秀だj

と評価する割合はわずかに数容に留まり， 「まあ

まあJ44~江， 「劣るjまで含めると不満の方が圧

倒的な比率にある。専門性と技術力を下請メーカ

ーに期待し発注するのであるが，これらの要望に

応えられる部品メーカーは現状では非常に少ない

というのが調査数字の内容である。

，意外なことに，納入価格への不満は親企業にと

寸てそれほど多くはない。事実「一般市場で購入

するよりも一下請を利用することで安価に音~，W，を調

達しているj との割合は6or：；：以上にも達し， 「ま

あまあの価格jまで含めれば90f，；：以上までカパー



されている。親企業は部品下請メーカーを利用す

ることで，コスト節減を図っているととは本調査

でも裏付けられよう。

ところで，韓国のテレピセットメーカーは70年

代末ではあるが，特定下請メーカーとの部品取引

よりも，一般市場からの部品確保を通例として

いたようである。前述調査資料によれば，親企業

の部品確保ルートは，（1）市場購入（81~ぶ）， (2）下請

企業（15.9店なみ（3）輸入など（3.H＇＊〕という構成比

で，継続的取引をそれほど重視していないことを

数字は示している。

市場を通ずる部品確保方式が韓国のテレビ業界

ではなぜ一般的なのかについては，にわかに結論

を出しにくいが，この背後には，親企業のメリッ

ト面として，（1）市場購入方式が適時適量の部品確

保を可能とすること，（2）過当競争を利用すること

でより低価格部品の確保を図れること等があり，

(3）それに，長期取引は部品生産メーカーの技術水

準，経営能力が低いことで，信頼性をもちにくい

ことも反映されているようである。

2. 不利な取引状況

(1）原料高の製品安状況

一方，テレピ関係の部品下請メーカーは，大半

の場合，コスト割れ納入価格を強要され，厳しい

経営環境に直面している。前述調査資料によれば，

30社のうち 4社は下請取引が「完全な赤字状態」

と報告しているし，残りのメーカーも大半が一般

市場の価格水準よりも納入価格が低いと訴えて

いる。したがって，現在セットメーカーと取引し

ている下請企業は機会があれば他セットメーカー

との取引や一般市場での販売を希望することとな

り，親企業との聞で長期的，固定的取引を行なう

メリットについてはあまりないと言うのが現状と

言えよう。

韓国テレピ工業の発展と生産分業体制

いずれにしろ，下請取引における低納入価格問

題は，力関係からくる親企業の一方的な納品価格

の指示，同業社間の醸しい過当競争などの結果を

反映していることは間違いない。

(2) 長期手形中心の支払方法

部品下請企業を悩ます深刻な問題は，低価格納

入というコスト割れに加えて，長期支払手形によ

る決済方法が通例となっていることにある。韓国

のテレビ下請への製品決済は， 70~',;j:以上が手形方

式で行なわれ．そのなかでは 2～4カ月という期

間がもっとも多い。このため，金融引き締め期に

なると，120日以上もの長期手形が親企業から発行

される事例も多く，月f!J2～3位という私金融に

依存するほかはない中小企業の金融状況下では，

部品下請メーカーは倒産の途しか残されていない

と関係者が一様に指摘するような深刻な状況にあ

る位2）。ちなみに，親企業との製品取引における

現金決済の割合はlOf，，：前後にすぎず，代金支払問

題は部品を生産する下請メーカーにとって常に第

1の改善事項となっている。

(3) 多い納期トラブル

部品関係の下請メーカーは納期になるとほとん

どがトラブルに直面すると，実態調査は指摘して

いる。調査企業30社のなかで， 26社もの多くがか

つて納期内に製品を納められず親企業とトラプル

を引き起こしたと報告している。この種のトラブ

ノレの背後には，親企業による一方的な納期指定，

原資材の調達難，生産設備の老朽化，さらには契

約条項をそれほど重視されない中小企業の経営風

土，等々があり，これらの諸饗闘が複雑に関係し

て正常な製品納入を困難にさせることになってい

るようだ。

それに，納入時における不良化部品率が相当高

いのも特徴で， 1970年末にはテレピ用部品の 2-

ラ3



おわりに

5世江相当が不良品として親企業からチェックされ

ている。このため，取引き停止処分まで受けた下

請企業も結構多いようで，技術力向上の問題とと

もに，目測検査（全体の40ぶ）という原始的方法か

ら近代的検査法への脱皮が急務とされる所以であ

る。

〔注 1) 中小企業銀行調査部『都給取引実能調査

1978』ソウル 1979年 第V節の下税関係数字はすべ

て本書からの引用である。

（注 2) 蓑索然「死活線上司中小企業」（『新東亜』

1977年11月） 119～122ページな Y。

おわりに

韓国テレビ工業は，（1）低廉良質な労働力，（2）外

国技術の導入，（3）海外市場への積撮的進出，（4）政

府による重点的育成策などに支えられて急激に発

展し， 1981年のテレビ生産台数は1000万台規模へ

と肉薄し，世界有数の生産基地に浮上している。

急速な発展は生産構造を大きく変化させること

になった。 1966年に海外部品依存で生産が始まっ

た白黒テレビの部品はほとんど国産品へと代替さ

れ，カラーテレピにおいても闇内向け製品は90~＂.＋

程度まで国産部品が使用される状況となった。そ

れに輸出用カラーテレピの場合も部品用素材こそ

海外に依存する比重は高いものの，国産化比率で

は80~＇，，j:台に向上している。これら生産面での変化

は各種部品の調達方式，構造にも及んでおり，い

まや， 「韓国型」ともいうようなテレピ工業の生

産分業関係が現われている。

その第1の形態は，ブラウン管や製品などの能

動製品供給に典型的に見られる生産分業方式で，

基幹的部品はいずれも内製化による調達を特色に

している。これら部品の生産工場はわが国の目

立，サンヨー， NEC，東芝などとの資本提携で
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設立された合弁企業が中心で，日本的なテレピ生

産方式を韓居の家電部門に定者させる契機を造っ

てU、く。

第2のタイプは相対的に高品貸住が求められる

一般電子部品，すなわち，チューナー，ボリウム，

スイッチ，コンデンサーなどの部品に見られる形

態で，ここでもわが国電子部品専門メーカーが提

携先として協力して，企業内生産を支援してい

る。しかし財閥系以外の一般部品メーカーの場合

は，資本不足，技術力の低さなどで発展が押えら

れ，専門出品メーカーが活躍しているわが国とは

対照をなしている。

第3の生産分業タイプは，抵抗器，コイル， P

C B基板，キャピネットといったいわば低クラス

電子部品の生産で多く見られ，独立系の部品中小

企業が供給を担っているのが特徴といえる。これ

らの汎用性に富む電子部品は， (1）それほど技術力

を要しない，（2）低賃金，長期労働のメリットは中

小企業の方が利用しやすし、今 Eいった点で本来中

小企業による生産方式が有利とされ，強立系中小

部品メーカーの発展を促してきたとみられる。

第4のタイプは，海外諸国からの輸入部品や輸

出工業団地における日系組立て企業などの事例

で，高品質性を要求するブラウン管用素材や半導

体製品などが典型部品である。海外部品への要求

は，品質イメークを重視するバイヤーの指示もあ

って輸出テレピには多いが，今後は政府の国産化

政策，また産業界の研究開発が積極的に推進され

てきていることで，急速に闇内部品メーカーから

供給されることになろう。

ところで，韓国の部品下舗メーカーとセットメ

ーカーとの相互依存関係はそれほど強くないとい

う特徴を示している。 1979年に公表された下請企

業実；協調査によれば，セ γ トメーカーが部品を購



入するノレートは一般市場をとおす割合がso；；を越

えて圧倒的であり，下請企業からの部品調達比率

は10数むと低い。これは，（1）セットメーカーが部

，＼白fこ対する信頼感をもてないため下請企業との開

で長期取引を避けていること，（2）他方，下請企業の

方では，親企業からの経営，技術上の指導もなく，

支払手段も長期手形が一般的であるため，セット

メーカーへ長期的に依存する必要性はそれほどな

いとと，などを反映しているとみられる。

こういった市場販売を主要ルートとする部品取

引のあり方は，中小部品メーカーの特イじゃ技術蓄

積を制約し，特定品目への生産集tflを一層困難に

させていることは間違いない。

持国テレピ工業の発展と生産分業体制

もっとも，このような市場中心の生産，取引構

造が今後とも継続するかどうかについてはいささ

か疑問である。いま，わが国などの先進的電子製

品生産国では「軽薄短小j時代と呼ばれる激しい

技術革新が進行し，韓国においても輸出による産

業発展を目標とするかぎり，世界のこの流れに逆

らうことはできないからである。その意味で，韓

闇電子工業においては高品質性，低価格化を可能

にする本格的な中小部品メーカーの育成はますま

す必要性を高めており，今後これらの部品中小企

業が自立的に発展できる基盤作りが一層重要とな

ろう。

〈アジア経済研究所図書資料部〉
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